
達成年度到来事業

①事 業 名 私立大学学術研究高度化推進事業
(事業評価実施年度) （平成１３年度に事業評価（１４年度継続事業評価）を実施）

②主管課及び 私学助成課（課長：永山賀久）
関係課(課長名)

③施策目標及び 施策目標３－４ 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興
達成目標

④事業の概要 私立大学における研究基盤の整備及び研究機能の高度化を図るため，各私立大学の
申請に基づき，私立大学研究高度化推進委員会において選定された優れた研究プロジ
ェクトを行う私立大学に対し，重点的に，当該研究の実施に必要な施設等の研究基盤
の整備及び研究費に対する総合的な支援を行った。

⑤予算総額及び 平成１６年度予算額：２０，０５９百万円，総額：１０１，４１９百万円
事業開始年度 事 業 開 始 年 度：平成８年度

事業開始時に 本事業により，私立大学における先端的な研究・人材養成基盤が整備される。
おいて得よう 具体的には，
とした効果 ⅰ）私立大学において，産学連携による共同研究を含め，研究活動が活性化し，優れ

た研究成果を生み出し得る環境が整備される。
ⅱ）私立大学における教育研究水準の一層の向上が図られることにより，その人材養
成機能が高まり，知の源泉としての若手研究者等の養成が促進される。
ⅲ）科学技術基本計画に対応した私立大学の研究施設・設備が整備される。

⑥
得られた効果 平成１５年度においては，外部の学識経験者による私立大学研究高度化推進委員会
事 (波及効果を において，①４４大学８１事業を新たに選定し，②また，事業３年目に行う「中間評
含む) 価」を３６大学８０事業，事業５年目に行う「事後評価」を３８大学５１事業につい
後 て実施したところ，中間評価では，全体の９割強で評価すべき進捗が見られ，また，

事後評価で約８５％が優れた成果を挙げていると評価。
評 本事業により，例えば，平成 年度で私立大学の研究施設の面積が対前年度 万㎡15 3

増（平成７年度比約 万㎡増）となるなど研究施設の整備が一層進み，私立大学の研35
価 究基盤整備に貢献している。また，ＲＡ（ﾘｻｰﾁ･ｱｼｽﾀﾝﾄ＝研究助手 ，ＰＤ（ﾎﾟｽﾄ･ﾄﾞｸ）

ﾀｰ＝博士課程修了者）の採用人数が増加し，研究事業を実施する研究組織において，
受託研究等外部資金の導入が進むなど，私立大学の研究活動が活性化し，研究拠点の
形成が進んでいる。

得ようとした 本事業により，私立大学の研究施設・装置等研究環境の整備が進み，研究成果の評
， ，効果と得られ 価において多くの研究事業で優れた実績を挙げ 当該研究事業の研究実績に関連して

た効果との比 ２１世紀 事業に採択される大学がでるなど，着実に想定どおりの効果が得られてCOE
較・検討 きていると認められる。

検証結果 「想定どおりの効果が得られた」

⑦今後の政策へ 本事業の，私立大学の研究基盤の整備等に果たす役割の重要性にかんがみ，引き続
の反映方針 き，継続して実施する。
（継続の適否、

）改善点を含む

⑧得ようとする 私立大学における先端的な研究・人材養成基盤の整備 ⑨達成年度
効果 ① 私立大学において，産学連携による共同研究を含め，研究活

動が活性化し，優れた研究成果を生み出し得る環境を整備。 平成２０年度
② 私立大学の教育研究水準の向上により，その人材養成機能を
高め，知の源泉としての若手研究者等の養成を促進。
③ 科学技術基本計画に対応した私立大学の研究施設・設備の整
備。



私立大学学術研究高度化推進事業

平成１６年度予算額 128億7,407万円

平成15年度予算額 128億7,407万円
別途、研究費 67億3,500万円

我が国高等教育機関の大部分を占める私立大学等における研究基盤の整備及び研究機能の高度化を図るため，
重点的かつ総合的な支援を行う。

学術フロンティア推進事業

優れた研究実績を上げ，将来の研究発展が期

待される卓越した研究組織を「学術フロンティア推
進拠点」に選定し，内外の研究機関との共同研究
に必要な研究施設，研究装置・設備の整備に対し，
重点的かつ総合的支援を行う。
（平成９年度創設）

ハイテク・リサーチ・センター整備事業

平成１6年度予算額 44億8,500万円

最先端の研究開発プロジェクトを実施する研

究組織を「ハイテク・リサーチ・センター」に選定し，
研究開発に必要な研究施設，研究装置・設備の
整備に対し，重点的かつ総合的支援を行う。
（平成８年度創設）

実用性の高い又は萌芽的な研究について，大企

業やベンチャー企業との有機的な連携の下に行われ
る又は地場産業の振興等に資するため地域企業と
連携して行われる産学共同研究プロジェクトの実施
に必要な研究施設，研究装置・設備の整備に対し，
重点的かつ総合的支援を行う。（平成１４年度創設）

学外の幅広い人材を受け入れたり，研究成果

等を広く公開（貴重な学術資料等の保存・公開を
含む）するなど，オープンな体制の下で行われる
プロジェクトの実施に必要な研究施設，研究装
置・設備の整備に対し，重点的かつ総合的支援
を行う。 （平成１３年度創設）

産学連携研究推進事業オープン・リサーチ・センター整備事業

〔別途、研究費 71億8,500万円〕

平成１6年度予算額 15億2,853万円 平成１6年度予算額 17億1,000万円

平成１6年度予算額 51億5,053万円




